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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業

標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS Q 10002:2015

は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた申出，日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法

等の一部を改正する法律附則第 9 条により，産業標準化法第 12 条第 1 項の申出，日本産業標準

調査会の審議等の手続を経たものとみなされる。 
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0 序文 

この規格は，2018 年に第 3 版として発行された ISO 10002 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある事項は，対応国際規格にはない事項である。 

0.1 一般 

この規格は，組織が，電子商取引を含む，あらゆる種類の商業活動又は非商業活動のための，効果的か

つ効率的な苦情対応プロセスの計画，設計，開発，運用，維持及び改善について，指針を提供するもので

ある。この規格は，組織，顧客，苦情申出者及びその他の密接に関連する利害関係者に資するよう意図さ

れている。 

苦情対応プロセスを通じて得られた情報は，製品，サービス及びプロセスの改善につながり，適切に苦

情対応した場合には，組織の規模，所在地及び活動分野に関係なく，組織の評価が高まることになる。グ

ローバル市場では，矛盾のない苦情対応を行うことによって信頼を与え，この規格を用いる価値がより明

白になる。 

効果的かつ効率的な苦情対応プロセスは，製品及びサービスを提供する組織と製品及びサービスを受け

取る人々の双方のニーズ及び期待を反映する。 

この規格で規定するプロセスを通じて苦情対応を行うことによって，顧客満足が高まる。顧客が満足し

ない場合の苦情を含め，顧客からのフィードバックを促進することが，顧客の信頼感及び賛同を維持し又

は高める機会並びに国内及び国際競争力を改善する機会を提供できる。 

この規格で規定するプロセスを実施することによって，次の事項が可能となる。 

－ 公開された応答の良い苦情対応プロセスに苦情申出者がアクセスできる。 

－ 苦情申出者及び組織が満足できる，矛盾のない系統的で応答の良い方法で苦情を解決する組織の能力

を高める。 

－ 苦情の傾向を明確にし，その原因を除去し，組織の能力を高めるとともに組織の運営を改善する。 

－ 顧客を重視した苦情解決の方法を組織が確立すること及び顧客とともに苦情解決に取り組む中で要員

の技能向上を促進する。 

－ 苦情対応プロセス，苦情の解決結果及び実行されたプロセス改善に関する継続的なレビュー及び分析

のための基礎を提供する。 

組織は，顧客満足行動規範及び外部紛争解決プロセスと関連付けて，苦情対応プロセスを使用すること

ができる。 


